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Ⅰ 調 査 要 領

１　調査の目的

この調査は、郵政省（通信政策局）が郵政省所管の通信産業における設備投資等の実態を把握するため

に、承認統計調査として、今回初めて実施したものである。

２　調査の対象と方法

郵政省所管の電気通信事業者（第一種、第二種事業者）及び放送事業者（有線テレビジョン放送事業者

を含む）全事業者（有線テレビジョン放送事業者については営利型のみ）を対象としてアンケート（調査

票送付、各社自記入）により行ったものである。

３　調査事項

主な調査事項は次のとおり。

（１）設備投資額（昭和６３年度実績、平成元年度計画、平成２年度計画）

（２）長期資金運用・調達状況（昭和６３年度実績、平成元年度計画、平成２年度計画）

（３）経営状況等

４　調査時点

平成元年９月１日

５　回答企業数

電気通信事業 ３９９社

第 一 種 電 気 通 信 事 業            ５２社 （ＮＴＴ、ＫＤＤを含む）

特別第二種電気通信事業            ２２社

一般第二種電気通信事業            ３２５社

放送事業 ２２８社

放 送 事 業            １３４社 （ＮＨＫを除く）

（民間放送事業）

有線テレビジョン放送事業 ９４社

（ＣＡＴＶ事業）
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Ⅱ　要　旨

１　平成元年度設備投資計画

電気通信事業（除．ＮＴＴ、ＫＤＤ）及び放送事業（除．ＮＨＫ）全体の平成元年度設備投資

計画（工事ベース）は、総額５，４０７億円で前年度比１９．５％増の高い伸び。

（参考：通産省９月調査１５％増、経企庁９月調査１７％増）

増加投資を計画中の事業者が約３割あり、投資意欲も旺盛。

（１）電気通信事業では、総額３，８８２億円、前年度比２２．３％の増加

ア　第一種電気通信事業（除．ＮＴＴ、ＫＤＤ）は、総額２，３２９億円、前年度比２１．３％の増加

（ＮＴＴ：１兆７，０００億円、０．７％減、ＫＤＤ：６４２億円、１２．８％）。

イ　第二種電気通信事業（特別第二種、一般第二種）は、総額１，５５３億円、前年度比２４．０％の

増加。

（２）放送事業では、総額１，５２６億円、前年度比１２．９％の増加

ア　放送事業（除．ＮＨＫ）は、総額１，０９６億円、前年度比６．３％の増加（ＮＨＫ：建設費５６

１億円、２７．５％増）。

イ　ＣＡＴＶ事業は、総額４３０億円、前年度比３４．４％の大幅増加。

（３）投資増を計画中の事業者は全事業者の約３割、ＣＡＴＶ事業では約４割

２　平成元年度目的別設備投資計画

設備投資計画の投資目的は、サービス提供能力拡大と

放送番組充実のための投資が中心。

（１）電気通信事業

電気通信事業の７４％がサービス供給能力拡大のための投資で、特別第二種電気通信事業では、海外

需要のための投資が上昇（前年度比３９．１％増、構成比１６．７％）。



3

（２）放送事業

放送事業の約５割が放送番組充実のための投資。ＣＡＴＶ事業では、約８割がサービス提供エリア拡

大のための投資。

３　平成元年度長期資金調達状況

自己資金と借入金による調達が主体。各事業によりウェイトのバラツキあり。

（１）電気通信事業

ア　第一種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式による調達は減少。

イ　特別第二種電気通信事業

自己資金を主体に設備投資、借入金等を返済。

ウ　一般第二種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式、社債による調達は減少。

（２）放送事業

ア　放送事業

自己資金による調達が中心。株式、借入金による調達が増加。

イ　ＣＡＴＶ事業

借入金による調達が中心（約７割）。

４　経営上の問題点

経営上の最大の問題点は、設備投資負担。

（１）電気通信事業

「設備投資負担」が経営上の大きな問題点。第二種電気通信事業では「技術者不足」も大きな問題点。

（２）放送事業

「設備投資負担」と「番組ソフトの製作・購入負担」が大きな問題点。
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Ⅲ　調査結果の概要

１　平成元年度設備投資計画

平成元年度設備投資計画は、電気通信事業、放送事業、各事業とも増加。

（前年度比１９．５％増）

（１）設備投資計画

ア　ＮＴＴ、ＫＤＤを除く通信産業全体（電気通信事業及び放送事業）の平成元年度設備投資計画（工

事ベース）は、総額５，４０７億円となっている。その構成は、電気通信事業が７１．８％（第一種

電気通信事業４３．１％、第二種電気通信事業２９．７％）、放送事業が２８．２％（放送事業２０．

３％、ＣＡＴＶ事業７．９％）となっている。

イ　電気通信事業の平成元年度設備投資計画（工事ベース）は、総額３，８８２億円で前年度比２２．

３％の増加となっている。

（ア）ＮＴＴ、ＫＤＤを除く第一種電気通信事業（新規参入事業者、５０社）については、元年度総額

２，３２９億円で前年度比２１．３％の増加となっている。

投資規模としては、ＮＴＴ元年度計画額（１兆７０００億円）の約１４％程度であるが、設備投

資額の伸びはＮＴＴ、ＫＤＤ（対前年比：ＮＴＴ０．７％減、ＫＤＤ１２．８％増）より高くなっ

ている。

（イ）第二種電気通信事業（特別第二種電気通信事業２２社、一般第二種電気通信事業３２５社）につ

いては、元年度総額１，５５３億円で前年度比２４．０％の増加となっている。

ウ　放送事業の平成元年度設備投資計画（工事ベース）は、総額１，５２６億円で前年度比１２．９％

の増加となっている。

（ア）ＮＨＫを除く民間放送事業（１３４社）については、元年度総額１，０９６億円で前年度比６．

３％の増加となっている。

（イ）ＣＡＴＶ事業（営利型事業９４社）については、元年度総額４３０億円で前年度比３４．４％の

大幅増加となっている。
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前年度比

構成比 構成比 構成比 構成比 元／63

397 63.5 317,354 70.1 388,206 71.8 315,750 73.2 122.3

50 8.0 192,034 42.5 232,861 43.1 259,870 60.2 121.3

347 55.5 125,320 27.6 155,345 28.7 55,880 13.0 124.0

特別第二種電気通信事業 22 3.5 97,088 21.5 119,653 22.1 23,702 5.5 123.2

一般第二種電気通信事業 325 52.0 28,232 6.1 35,692 6.6 32,178 7.5 126.4

228 36.5 135,121 29.7 152,593 28.2 115,814 26.8 112.9

134 21.5 103,126 22.8 109,581 20.3 77,325 17.9 106.3

94 15.0 31,995 7.1 43,012 7.9 38,489 8.9 134.4

625 100.0 452,475 100.0 540,799 100.0 431,564 100.0 119.5

日本電信電話株式会社

国際電信電話株式会社

［実績］

元年度

［計画］

1,712,820

56,893

1,700,000

C A T V 事 業

表－1－1　設備投資額［工事ベース］

第 一 種 電 気 通 信 事 業

第 二 種 電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

放 送 事 業

（百万円、％）

（注）1．NTT、KDDは集計から除いた。
　　　2．2年度の設備投資計画については、9月時点では、計画未確定で回答企業数が少ないため参考として掲げる。

企業数
63年度［実績］ 元年度［計画］ 2年度（参考）

合 計

電 気 通 信 事 業

　　区　　分

未定

99.3

112.8

2年度

（参考）

前年度比

元／63

127.5

（参考） （百万円、％）

63年度

日本放送協会（予算、建設費） 44,000 56,100 未定

64,200

未定
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（２）電気通信事業の目的別設備投資計画

ア　電気通信事業の目的別設備投資内訳をみると、サービス供給能力拡大のための建物、機械装置の増

設等、「需要増加に対処」するための投資の構成比、伸びが共に高い点が特徴的である。

イ　第一種電気通信事業については、「需要増加に対処」するための投資が全体の約８割を占め、前年度

比３２．３％の増加となっている。また、「安全・信頼性の向上」のための機械装置等の導入投資は、

構成比は小さいものの、高い伸びを示している（前年度比２９４．１％増）。

ウ　第二種電気通信事業については、「需要増加に対処」するための投資が全体の約７割を占め、前年度

比１７．７％の増加となっている。

（ア）特別第二種電気通信事業では、「海外需要増加に対処」するための投資のの伸びが前年度比３９．

１％増、構成比も１６．７％と高くなっている。「安全性・信頼性の向上」のための投資も活発に行

われている。また、ＮＴＴ既存網の「ＩＳＤＮ化に対処」するための投資も、構成比は僅かなもの

の高い伸びを示している（前年度比７８７．３％増）。

（イ）一般第二種電気通信事業では、特別第二種電気通信事業に比べて、「維持・補修」、ＯＡ、コンピ

ュータの導入による「合理化・省力化」のための投資の伸びが高くなっている点が特徴的である。
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（％）

（399社） （52社） （347社） （22社） （325社）

元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63

74.0 126.8 79.1 132.3 66.0 117.7 69.9 110.4 54.0 123.0

国内需要向け 67.9 126.0 79.1 132.3 51.2 113.7 50.5 111.0 52.9 126.7

海外需要向け 5.2 138.3 0.0 － 12.6 132.4 16.7 139.1 0.4 38.9

区分不明 0.9 122.3 0.0 － 2.2 124.0 2.7 128.0 0.7 88.5

2.3 201.0 1.9 109.7 3.0 929.7 3.6 887.3 0.8 1011.4

0.3 183.5 0.0 － 0.8 198.3 0.8 197.2 0.6 108.4

3.2 111.8 0.5 37.9 7.3 141.4 6.0 125.3 11.5 177.3

1.3 144.6 0.3 181.9 2.8 144.6 1.9 180.1 5.9 122.3

1.7 115.5 0.4 121.3 3.6 117.4 2.6 139.3 7.0 97.2

1.1 122.3 0.2 121.3 2.5 129.1 1.0 112.0 7.7 145.3

4.3 175.3 1.3 394.1 8.7 154.1 9.2 149.2 7.0 173.5

11.8 87.5 16.3 87.5 5.3 92.5 5.2 94.2 5.5 86.9

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0合 計

安全・信頼性の向上

そ の 他

維 持 ・ 補 修

更 新 （ 老 朽 代 替 ）

研 究 開 発

 項　目

一般第二種事業

（電気通信事業）

合 理 化 ・ 省 力 化

需 要 増 加 に 対 処

I S D N 化 に 対 処

O S I に 対 処

電気通信事業合計

表－1－2　電気通信事業の目的別設備投資内訳

第一種事業 第二種事業計 特別第二種事業
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（３）項目別設備投資計画

ア　第一種電気通信事業の投資内容は、投資目的を反映しサービス供給能力拡大のための「伝送路設備」

（通信ケーブル、管路等）と「伝送設備」（端局中継装置、多重化装置等）の投資が約５０％の構成比

となっており、前年度比で各々５９．３％、５２．７％増の高い伸びを示している。特に、伝送路設

備の中でも「中継系」の伝送路を構成する通信ケーブル、管路等の投資が前年度比１４２．５％の大

幅増加となっている。

（％）

　　項　　目 元年度構成比 元／63

33.1 159.3

中継系伝送路設備 6.2 242.5

端末系伝送路設備 26.9 147.6

4.5 103.0

17.5 152.7

9.5 101.1

1.4 121.3

13.6 103.1

4.8 142.0

7.4 64.1

7.8 114.0

100.0合 計

伝 送 設 備

交 換 設 備

コ ン ピ ュ ー タ

端 末 設 備

通 信 衛 星 設 備

電 源 設 備

土 地 ・ 建 物 ・ 構 築 物

そ の 他

第一種電気通信事業

表－1－3　第一種電気通信事業の項目別設備投資内訳

（第一種電気通信事業、52社）

伝 送 路 設 備
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イ　放送事業の投資内容は、放送番組の充実を図るための「スタジオ設備」、「建物（局舎等）建築」の

投資が約５割を占めている。また、送受信施設充実のための「伝送路、アンテナ」の投資が高い伸び

を示している（前年度比７３．１％増）。

一方、ＣＡＴＶ事業については、サービス提供エリア拡大のための「伝送路、アンテナ」の投資が

約８割を占め、高い伸びを示している（前年度比４０．７％増）。また、「建物（局舎等）建築」、「ス

タジオ設備」のための投資の伸びも高くなっている。

（％）

元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63

17.7 136.3 3.1 189.4

11.1 107.2 3.1 130.2

33.0 119.3 11.8 146.9

5.7 173.1 79.0 140.7

0.0 － 1.5 50.4

0.2 106.3 0.3 80.7

32.3 81.5 1.2 42.5

100.0 100.0

表－1－4　放送事業の項目別設備投資内訳

合 計

ス タ ジ オ 設 備

伝 送 路 、 ア ン テ ナ

ケ ー ブ ル 等 地 中 化

研 究 開 発

放送事業（134社）

（放送事業）

CATV事業（94社）

そ の 他

　　項　　目

建 物 （ 局 舎 等 ） 建 築

付 帯 設 備 、 備 品 等
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（４）資本金別設備投資計画

ア　第一種電気通信事業では、資本金１００億円以上の規模の事業者の投資が全体の約６割を占めてい

る。前年度比の投資の伸びでみた場合は、資本金１０～１００億円規模の事業者が１０４．４％増と

最も高い伸びを示している。

第二種電気通信事業では、資本金１００億円以上の規模の事業者の投資が全体の約７割を占めてお

り、前年度比の伸びも５７．６％増と最も高い伸びを示している。

前年度比

元／63

32 （64.0） 12,619 （6.6） 14,045 （6.0） 111.3

9 （18.0） 39,211 （20.4） 80,163 （34.4） 204.4

9 （18.0） 140,204 （73.0） 138,653 （59.6） 98.9

50 （100） 192,034 （100） 232,861 （100） 121.3

前年度比

元／63

123 （35.4） 2,572 （2.1） 1,894 （1.2） 73.6

44 （12.7） 1,850 （1.5） 2,363 （1.5） 127.7

119 （34.3） 12,994 （10.4） 15,974 （10.3） 122.9

38 （11.0） 42,199 （33.7） 31,558 （20.3） 74.8

23 （6.6） 65,705 （52.3） 103,556 （66.7） 157.6

347 （100） 125,320 （100） 155,345 （100） 124.0

（第一種電気通信事業）

（第二種電気通信事業）

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

1,000未満

1,000～10,000

資 本 金 別

（百万円）
6 3年度

1000～10,000

10,000以上

合 計

50未満

50～100

100～1,000

（百万円）

事業者数
6 3年度 元年度

合 計

10,000以上

表－1－5　資本金別設備投資額（電気通信事業）　［工事ベース］

（百万円、％）

（百万円、％）

（社、％）

事業者数

（社、％）

資 本 金 別

元年度
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イ　放送事業では、資本金１０億円以上の規模の事業者の投資が全体の約７割を占めており、前年度比

の投資の伸びでみた場合でも１９．３％の増加となっている。

ＣＡＴＶ事業では、資本金１～１０億円規模の事業者の投資が全体の約８割を占めており、前年度

比の投資の伸びでみた場合でも５０．８％と大幅に増加している。

前年度比

元／63

107 （79.8） 42,131 （40.9） 36,803 （33.6） 87.4

27 （20.2） 60,995 （59.1） 72,772 （66.4） 119.3

134 （100） 103,126 （100） 109,581 （100） 106.3

前年度比

元／63

23 （24.5） 1,222 （3.7） 1,279 （3.0） 104.7

9 （9.6） 4,266 （13.3） 4,953 （11.5） 116.1

55 （58.5） 22,288 （69.7） 33,603 （78.1） 150.8

6 （6.4） 4,209 （13.2） 3,124 （7.3） 74.2

1 （1.0） 10 （0.1） 53 （0.1） 530.0

94 （100） 31,995 （100） 43,012 （100） 134.4

（放送事業）

（CATV事業）

1,000未満

資 本 金 別

（百万円）

1000～10,000

1,000以上

合 計

50未満

50～100

100～1,000

元年度

（百万円）

事業者数
6 3年度 元年度

合 計

10,000以上

表－1－6　資本金別設備投資額（放送事業）　［工事ベース］

（百万円、％）

（百万円、％）

（社、％）

事業者数

（社、％）

資 本 金 別

6 3年度
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２　平成元年度設備投資

長期資金運用・調達状況

（１）電気通信事業

ア　第一種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式による調達減少。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、２，４０３億円で前年度比３１．９％の増加とな

っている。

全体の資金運用計画としては、関係会社等への投融資の抑制から、総額２，２６６億円で前年度比

１９．２％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金が前年度比１４４．４％増の１９．３％、外部資金が８０．７％となっ

ており、外部資金のうち９０．３％を借入金が占めている。

外部資金の中では、株式による調達が大幅減（前年度比５６．７％減）となり、借入金による調達

の構成が高まっている（６３年度６９．０％→元年度７２．９％）。

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

182,136 95.6 240,302 106.0 131.9

3,934 2.1 ▲ 701 ▲ 0.3 －

4,008 2.1 ▲ 12,990 ▲ 5.7 －

190,078 100 226,611 100 154.8

40,927 21.5 17,740 7.8 43.3

0 0 0 0 －

131,243 69.0 165,108 72.9 125.8

17,903 9.5 43,763 19.3 244.4

うち減価償却 31,034 16.3 42,424 18.7 136.7

資

金

調

達

合 計

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

第一種電気通信事業
63年度実績 元年度計画

短期資金への振替

表－2－1　長期資金運用・調達状況（第一種電気通信事業、50社）　［純増ベース］

　項　　目

（百万円、％）

自己資金

資
金
運
用

借入金

株式

社債

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資
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イ　特別第二種電気通信事業

設備投資の支払いを圧縮。自己資金を主体に設備投資、借入金等を返済。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、４４２億円で前年度比７１．５％の減少となって

いる。

全体の資金運用計画としては、前年度比７０．２％減の総額４８６億円で圧縮している。

資金調達としては自己資金を主体に設備投資を賄い、余剰自己資金で借入金等を返済する形態にな

っている。

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

155,179 94.9 44,207 90.9 28.5

▲ 812 ▲ 0.4 183 0.4 －

9,058 5.5 4,253 8.7 47.0

163,425 100 48,643 100 29.8

2,900 1.7 4,010 8.2 138.3

▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 －

50,441 30.9 ▲ 24,797 ▲ 51.0 －

110,434 67.6 69,730 143.4 63.1

うち減価償却 74,109 45.3 24,239 44.8 32.7

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

短期資金への振替

表－2－2　長期資金運用・調達状況（特別第二種電気通信事業、22社）

　項　　目

　［純増ベース］

（百万円、％）

資

金

調

達

合 計

特別第二種電気通信事業
63年度実績 元年度計画

自己資金

資
金
運
用

借入金

株式

社債
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ウ　一般第二種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式、社債による調達の減少。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、５６７億円で前年度比２７．７％の増加となって

いる。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替が前年度比４０％の減少となるため、

総額１１４４億円で前年度比１０．２％の減少となっている。

資金調達構成は、自己資金が前年度比１４．２％増加の４８．６％、外部資金が５１．４％なって

おり、外部資金のうち７２．９％を借入金が占めている。

外部資金の中では、株式、社債による調達が大幅減（前年度比５０．４％、７４．９％減）となり、

借入金による調達の構成が高まっている（６３年度２４．５％→元年度３７．５％）。

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

44,384 34.8 56,700 49.6 127.7

15,385 12.1 17,105 15.0 111.2

67,629 53.1 40,589 35.4 60.0

127,398 100 114,394 100 89.8

16,214 12.7 8,049 7.0 49.6

31,270 24.5 7,864 6.9 25.1

31,178 24.5 42,847 37.5 137.4

48,736 38.3 55,634 48.6 114.2

うち減価償却 14,163 11.1 16,249 14.2 114.7

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

短期資金への振替

表－2－3　長期資金運用・調達状況（一般第二種電気通信事業、325社）

　項　　目

　［純増ベース］

（百万円、％）

資

金

調

達

合 計

一般第二種電気通信事業
63年度実績 元年度計画

自己資金

資
金
運
用

借入金

株式

社債
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（２）放送事業

ア　放送事業

自己資金による調達が中心。株式、借入金による調達が増加。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、１，２８４億円で前年度比５４．８％の増加とな

っている。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替の減少（前年度比３８．６％減）、資

金運用目的の投融資の抑制（前年度比１９．８％減）等から、総額１，４９３億円で前年度比３１．

８％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金７２．８％、外部資金２７．２％となっており、自己資金による調達が

中心である。

外部資金の中では、社債による調達が大幅減（前年度比９６．１％減）となり、株式、借入金によ

る調達の構成比が高まっている（株式：６３年度２．６％→元年度１６．７％、借入金：６３年度５．

８％→元年度１０．４％）。

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

82,923 73.2 128,382 86.0 154.8

12,102 10.7 9,708 6.5 80.2

18,224 16.1 11,189 7.5 61.4

113,249 100 149,279 100 131.8

2,909 2.6 24,895 16.7 855.8

2,484 2.2 97 0.1 ▲ 96.1

6,601 5.8 15,552 10.4 235.6

101,255 89.4 108,735 72.8 107.4

うち減価償却 37,223 32.9 42,553 28.5 114.3

表－2－4　長期資金運用・調達状況（放送事業、134社）　［純増ベース］

　項　　目

（百万円、％）

自己資金

資
金
運
用

借入金

株式

社債

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

資

金

調

達

合 計

放送事業
63年度実績 元年度計画

短期資金への振替
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イ　ＣＡＴＶ事業

借入金による調達が中心。（約７割）

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、３９１億円で前年度比３３％の増加となっている。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替が前年度比９６．７％の減少となる

ため、総額４２８億円で前年度比１５．８％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金２７．５％、外部資金７２．５％。外部資金のうち９１．９％を借入金

が占めており、借入金による調達が中心である。

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

29,383 79.5 39,070 91.4 133.0

3,360 9.1 3,558 8.3 105.9

4,194 11.4 137 0.3 3.3

36,937 100 42,765 100 115.8

2,351 6.3 2,497 5.8 106.2

0 0 0 0 －

24,441 66.2 28,507 66.7 116.6

10,145 27.5 11,761 27.5 115.9

うち減価償却 4,664 12.6 6,017 14.1 129.0

表－2－5　長期資金運用・調達状況（CATV事業、94社）　［純増ベース］

　項　　目

（百万円、％）

自己資金

資
金
運
用

借入金

株式

社債

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

資

金

調

達

合 計

CATV事業
63年度実績 元年度計画

短期資金への振替
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３　経営上の問題点

（１）電気通信事業

ア　第一種電気通信事業

「設備投資の負担過大」が問題点として最も多く、次に、「回線料金の負担過大」「サービスメニュ

ーの充実」が挙げられている。

イ　特別第二種電気通信事業

「設備投資の負担過大」が問題点として最も多く、次に、「技術者不足」「サービスメニューの充実」

が挙げられている。

ウ　一般第二種電気通信事業

「技術者不足」が問題点として最も多く、次に、「新規顧客の獲得」「サービスメニューの充実」が

挙げられている。
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（２）放送事業

ア　放送事業

「番組ソフトの制作費・購入負担が大きい」が問題点として最も多く、次に、「設備投資の負担過大」

「新規顧客の獲得が困難」「広告宣伝料が思うように入らない」が挙げられている。

イ　ＣＡＴＶ事業

「設備投資の負担過大」が問題点として最も多く、次に、「番組ソフトの製作費・購入負担が大きい」

「新規顧客の獲得が困難」が挙げられている。
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（３）資本金別の問題点

ア　電気通信事業

（ア）第一種電気通信事業

資本金規模の小さい事業者ほど「回線料金負担」「サービスメニューの充実」が悩みどなっている。

一方、資本金規模が大きい事業者ほど「技術者不足」の問題点を抱えている。
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（イ）特別第二種電気通信事業

資本金規模１億円未満の中小事業者は、「設備投資負担」「サービスメニューの充実」が悩みとな

っている。

（ウ）一般第二種電気通信事業

資本金規模にかかわらず、「技術者不足」「新規顧客の獲得」「サービスメニューの充実」が悩みと

なっている。
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イ　放送事業

（ア）放送事業

資本金規模にかかわらず、「番組ソフトの製作費・購入負担」が最大の問題点となっいてる。これ

に資本金１０億円未満の規模の事業者では「新規の顧客獲得が困難」、資本金業者１０億円以上規模

の事業者では「設備投資の負担過大」が続いている。

（イ）ＣＡＴＶ事業

資本金規模にかかわらず、「設備投資負担」、「番組ソフトの製作黄・購入負担」が問題点として挙

げられている。資本金１０億円以上の事業者では、「番組ソフトの製作費・購入負担」が問題点のト

ップとなっている。
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４　事業の収支率

電気通信事業、放送事業とも平成５年度には、

採算ベースを確保する企業が増加。

（１）電気通信事業

第一種電気通信事業の現状は、ほとんどの企業が収支難（赤字企業が約８割）であるが、平成５年

度には、十分採算がとれる企業が約４割に増加している（赤字企業が約５割に減）。

第二種電気通信事業も、ほとんどの企業が収支難（赤字企業が約６割）であるが、平成５年度には、

十分採算がとれる企業が約２割に増加している（赤字企業が約５割に減）。

（２）放送事業

放送事業は、赤字企業が約１割と少なく、概ね採算ベースに乗っており、平成５年度については十

分採算がとれる企業のウェイトが増加している（約３割→約５割）。

ＣＡＴＶ事業は、約９割の企業が収支難（赤字企業が約６割）だが、平成５年度は、赤字企業が減

少し、十分採算がとれる企業が増加している（約１割→約３割）。

63年度 5年度 63年度 5年度 63年度 5年度 63年度 5年度 63年度 5年度

黒字 十分採算がとれる　　　　　（90％以下） 1.8 39.4 4.0 20.0 7.7 24.7 33.9 48.9 8.8 25.3

企業 一応採算がとれるが苦しい（90～110） 20.7 13.2 36.0 28.0 33.3 27.5 54.4 42.8 34.0 25.5

赤字 やや赤字　　　　　　　　　　 （110～150） 47.1 23.3 24.0 20.0 30.6 24.4 9.7 7.1 20.1 15.1

企業 大変赤字　　　　　　　　　　  （150を超） 30.1 18.8 36.0 32.0 23.2 23.2 1.6 0.8 36.6 31.6

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0合　　　計

　項　　目　　　　　　　　　　　　　（収支率％）

第一種事業

（52社） （94社）　（134社）

表－4－1　事業の収支率

特別第二種事業

（22社）

一般第二種事業

（325社）

CATV事業

（％）

放送事業
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５　設備投資の環境見通し

元年度の設備環境は、概ね良好。

全般的に、投資環境は良好である。

その中で、元年度下期については、第一種電気通信事業、放送事業で下降企業が出現している（一種

事業４．１％、放送事業１５．２％）。



24



25

６　設備投資の変更可能性

元年度は、順調に投資が推移する見通し、投資増の可能性も約３割。

電気通信事業、放送事業ともに、平成元年度設備投資を変更する可能性は少なく、全体の約３割が増

加投資の可能性がある。

特に、一般第二種電気通信事業、ＣＡＴＶ事業については、約４割の企業が増加投資を検討中である。
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７　従業員状況

５００人以上の事業者は、回答の約３％。　　中小事業者が多い。

（１）電気通信事業

ア　一事業者あたりの従業員状況をみると、第一種電気通信事業及び特別第二種電気通信事業では、総

従業員数１０～１００人未満規模の事業者が各々全体の約５割を占めており、一般第二種電気通信事

業では、総従業員数１０人未満規模の事業者が全体の約６割を占めている。

イ　一社あたりの従業員構成としては、第一種電気通信事業では補先人員、第二種電気通信事業では派

遣要員の割合が高くなっている点が特徴である。

補充人員 派遣要員

14 （28.0） 1.7 2.5

27 （54.0） 10.4 6.1

7 （14.0） 59.1 55.7

2 （4.0） 331.0 80.0

50 （100.0） 26.6 14.9

補充人員 派遣要員 補充人員 派遣要員

1 （4.5） 0 0 151 （58.3） 0.4 1.4
11 （50.0） 8.2 10.8 81 （31.3） 2.7 6.1
6 （27.3） 24.7 78.8 23 （8.9） 19.9 17.0
4 （18.2） 98.8 206.3 4 （1.5） 76.0 839.2

22 （100.0） 28.7 64.4 259 （100.0） 4.0 17.1

（第二種電気通信事業）

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

10人未満

10人以上100人未満

第一種電気通信事業

（社、人／社）

合 計

10人未満

10人以上100人未満

100人以上500人未満

一般第二種電気通信事業

回答（構成比）

（注）補充人員：実人員数のうち昭和63年4月1日から平成元年3月31日までに新たに補充したものの数。

500人以上

表－7－1　1社あたりの従業員状況（電気通信事業）

合 計

回答（構成比）

回答（構成比）総従業員数

総従業員数

500人以上

特別第二種電気通信事業

100人以上500人未満
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（２）放送事業

ア　一事業者あたりの従業員状況をみると、放送事業では総従業員数１００～５００人未満規模の事業

者が全体の約５割を占め、ＣＡＴＶ事業では全ての事業者が総従業員１００人未満である。

イ　電気通信事業の従業員状況と比べて補充人員、派遣要員が少ない点が特徴である。

補充人員 派遣要員 補充人員 派遣要員

10 （7.6） 0.7 4.2 41 （49.4） 0.8 2.3
45 （34.1） 3.4 4.3 42 （50.6） 3.4 2.5
68 （51.5） 6.6 9.6 0 （0.0） － －
9 （6.8） 30.9 57.9 0 （0.0） － －

132 （100.0） 6.7 10.6 83 （100.0） 2.1 2.4

表－7－2　1社あたりの従業員状況（放送事業）

500人以上

10人未満

10人以上100人未満

100人以上500人未満

（注）補充人員：実人員数のうち昭和63年4月1日から平成元年3月31日までに新たに補充したものの数。

（社、人／社）

合 計

回答（構成比）総従業員数

放送事業 CATV事業

回答（構成比）
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８　電気通信事業者の設備保有状況

第一種電気通信事業は買取が多く、

第二種電気通信事業はリース、レンタルが多い。

電気通信事業者の設備保有状況をみると、第一種電気通信事業者では「多重化装置」、「端末機器」の

保有台数が多く、一方、第二種電気通信事業では「コンピュータ」、「交換機」、「集線装置」の保有台数が

多くなっている。

設備の保有形態としては、各設備とも「買取」、「リース」がそれぞれ利用されており、特別第二種電

気通信事業については、「レンタル」の利用も多くなっている。

なお、「端末機器」については、第一種電気通信事業及び特別第二種事業では、ほとんど「買取」、一

般第二種電気通信事業では「リース」が主体となっている。

回答 合 計 買 取 リース レンタル 回答 合 計 買 取 リース レンタル 回答 合 計 買 取 リース レンタル

大 型 4 4.5 1.5 1.0 2.0 17 11.4 4.4 3.8 3.2 86 6.7 2.0 2.1 2.6

中 型 12 6.0 4.8 1.2 0.0 14 17.8 4.3 4.5 9.0 132 10.3 6.1 1.7 2.5

小 型 24 3.7 1.6 1.1 1.0 10 6.3 4.6 1.7 0.0 93 18.3 11.2 5.0 2.1

超小型 21 16.6 4.9 10.7 1.0 6 37.2 7.2 30.0 0.0 99 24.7 11.2 10.0 3.5

中継交換機 16 6.1 6.1 0.0 0.0 16 13.8 6.7 7.1 0.0 35 23.0 12.0 5.5 5.5

加入者交換機 14 8.2 8.2 0.0 0.0 10 32.2 16.5 15.7 0.0 46 14.9 4.3 7.0 3.6

11 234.2 234.2 0.0 0.0 16 116.6 90.0 25.6 0.0 82 26.1 11.0 9.6 5.5

5 68.2 49.2 19.0 0.0 16 314.3 253.1 51.2 10.0 57 177.4 93.7 74.2 4.5

21 22249.3 22177.0 71.0 1.3 15 4779.9 4593.5 181.1 5.3 185 892.2 269.3 532.7 90.2

特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業

表－8－1　電気通信事業者1社あたりの設備保有状況

（社、台／社）

多重化装置

集線装置

端末機器

第一種電気通信事業

区　　分

コ
ン
ピ

ュ
ー

タ

交
換
機
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９　地域別サービス提供状況

やや、大都市圏に集中する傾向。

地域別のサービス提供事業者数は、全体的にやや東京、関東、近畿、東海等、大都市圏に集中する傾

向があるが、地域的に目立った格差はあまりみられない。

地 域 東京 関東 信越 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州 東北 北海道 沖縄 その他、不明 合計

第一種電気通信事業 14 15 13 11 8 14 11 10 15 15 7 7 1 141

10.0 10.7 9.2 7.8 5.5 10.0 7.8 7.0 10.7 10.7 4.9 4.9 0.7 100

特別第二種電気通信事業 23 20 18 20 18 22 19 18 19 18 19 16 10 240

9.6 8.4 7.5 8.4 7.5 9.2 7.9 7.5 7.9 7.5 7.9 6.6 4.1 100

一般第二種電気通信事業 147 124 89 119 85 124 86 83 103 95 95 46 11 1207

12.2 10.3 7.3 9.9 7.0 10.3 7.1 6.8 8.5 7.9 7.9 3.8 0.9 100

放送事業 20 24 7 16 9 18 11 5 23 20 4 4 0 161

12.5 14.9 4.3 10.0 5.5 11.2 6.9 3.1 14.3 12.5 2.4 2.4 0 100

CATV事業 10 17 14 19 3 10 6 6 10 9 4 1 0 109

9.2 15.6 12.9 17.5 2.7 9.2 5.5 5.5 9.2 8.2 3.6 0.9 0 100

（注）のべ企業数

（社、％）

表－9－1　地域別サービス提供事業者数　
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Ⅳ　集　計　表



　元上 　元下

元／63 ／ ／

　区　　分 上期 下期 上期 下期 63上　 63下　

397 317,354 127,514 189,840 388,206 168,239 219,967 315,750 122.3 131.9 115.9

50 192,034 72,076 119,958 232,861 104,787 128,074 259,870 121.3 145.4 106.3

347 125,320 63,438 69,882 155,345 63,452 91,893 55,880 124.0 100.2 131.6

特別第二種電気通信事業 22 97,088 49,068 56,020 119,653 48,818 70,835 23,702 123.2 118.9 126.4

一般第二種電気通信事業 325 28,232 14,370 13,862 35,692 14,634 21,058 32,178 126.4 101.8 151.9

228 135,121 50,940 84,181 152,593 57,157 95,436 115,814 112.9 112.2 113.4

134 103,126 38,878 64,248 109,581 42,189 67,392 77,325 106.3 108.5 104.9

94 31,995 12,062 19,933 43,012 14,968 28,044 38,489 134.4 124.1 140.7

625 452,475 178,454 274,021 540,799 225,396 315,403 431,564 119.5 126.3 115.1

　元上 　元下
元／63 ／ ／

　区　　分 上期 下期 上期 下期 63上　 63下　

1,712,820 1,012,651 700,169 1,700,000 未定 99.3 － －
56,893 27,608 29,285 64,200 25,600 38,600 未定 112.8 92.7 131.8

日本電信電話株式会社
国際電信電話株式会社

（百万円、％）

（百万円、％）

63年度 元年度 2年度
（参考）［実績］ ［計画］

取得設備投資額

（注）・NTT，KDDは集計から除いた。
　　　・2年度の設備投資計画については、計画未確定で回答企業数が少ないため参考として掲げる。

対前年度比
（参考）

対前年度比

企業数
63年度 2年度

（参考）

C A T V 事 業

合 計

元年度

［計画］

第 一 種 電 気 通 信 事 業

第 二 種 電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

放 送 事 業

［実績］

電 気 通 信 事 業



63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度

71.4 74.0 83.0 72.5 79.1 87.3 70.0 66.0 62.6 74.0 69.9 76.5 55.1 54.0 52.4

国内需要向け 65.9 67.9 81.4 72.5 79.1 87.3 55.8 51.2 53.9 56.6 50.5 57.3 52.8 52.9 51.4

海外需要向け 4.6 5.2 1.5 0.0 0.0 0.0 11.9 12.6 8.2 14.8 16.7 19.2 1.3 0.4 0.1

区分不明 0.9 0.9 0.1 0.0 0.0 0.0 2.3 2.2 0.5 2.6 2.7 0.0 1.0 0.7 0.9

1.4 2.3 0.5 2.1 1.9 0.0 0.4 3.0 2.8 0.5 3.6 3.5 0.1 0.8 2.2

0.2 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.8 0.6 0.5 0.8 0.4 0.7 0.6 0.8

3.5 3.2 1.7 1.6 0.5 0.3 6.4 7.3 8.1 5.9 6.0 5.2 8.2 11.5 10.2

1.1 1.3 1.0 0.2 0.3 0.2 2.4 2.8 5.0 1.3 1.9 2.2 6.1 5.9 7.0

1.8 1.7 1.4 0.4 0.4 0.0 3.8 3.6 7.9 2.3 2.6 3.8 9.1 7.0 10.9

1.1 1.1 1.5 0.2 0.2 1.0 2.4 2.5 3.9 1.1 1.0 1.1 6.7 7.7 6.0

3.0 4.3 3.4 0.4 1.3 2.8 7.0 8.7 6.2 7.6 9.2 5.8 5.1 7.0 6.5

16.5 11.8 7.4 22.6 16.3 8.4 7.1 5.3 2.9 6.8 5.2 1.5 8.0 5.5 4.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（52社） （347社） （22社） （325社）

合 計

安全・信頼性の向上

そ の 他

維 持 ・ 補 修

更 新 （ 老 朽 代 替 ）

研 究 開 発

 項　目

投資目的別構成比
（電気通信事業）

合 理 化 ・ 省 力 化

需 要 増 加 に 対 処

I S D N 化 に 対 処

O S I に 対 処

（399社）

一般第二種事業

（％）

電気通信事業合計 第一種事業 第二種事業計 特別第二種事業



63年度 元年度 2年度

25.2 33.1 40.4

中継系伝送路設備 3.1 6.2 5.2

端末系伝送路設備 22.1 26.9 35.2

5.3 4.5 0.1

13.9 17.5 16.8

11.4 9.5 2.4

1.4 1.4 0.5

16.0 13.6 24.3

4.1 4.8 2.2

14.0 7.4 2.8

8.3 7.8 10.0

100.0 100.0 100.0

そ の 他

合 計

伝 送 設 備

交 換 設 備

コ ン ピ ュ ー タ

端 末 設 備

土 地 ・ 建 物 ・ 構 築 物

投資項目別構成比

（電気通信事業、52社）

電 源 設 備

第一種電気通信事業

（％）

　　項　　目

伝 送 路 設 備

通 信 衛 星 設 備

63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度

11.1 13.6 9.9 13.8 17.7 20.4 2.2 3.1 2.2

9.2 8.8 6.1 11.0 11.1 10.3 3.2 3.1 3.0

25.0 27.1 21.0 29.4 33.0 38.6 10.8 11.8 8.1

20.5 26.4 43.9 3.5 5.7 3.9 75.5 79.0 73.3

0.9 0.4 5.9 0.0 0.0 0.0 4.0 1.5 10.2

0.3 0.2 0.1 0.2 0.2 0.3 0.5 0.3 0.0

33.0 23.5 13.1 42.1 32.3 26.5 3.8 1.2 3.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

投資項目別構成比

放送事業合計（228社） 放送事業（134社） CATV事業（94社）

（％）（放送事業）

項　　目

建 物 （ 局 舎 等 ） 建 築

付 帯 設 備 、 備 品 等

合 計

ス タ ジ オ 設 備

伝 送 路 、 ア ン テ ナ

ケ ー ブ ル 等 地 中 化

研 究 開 発

そ の 他



576 （0.3） 13,506 （5.8） 17,151 （6.6）

4,801 （2.5） 22,122 （9.5） 5,457 （2.1）

41,288 （21.5） 49,598 （21.3） 44,178 （17.0）

53,385 （27.8） 35,395 （15.2） 57,432 （22.1）

2,112 （1.1） 15,602 （6.7） 13,773 （5.3）

8,449 （4.4） 23,985 （10.3） 25,727 （9.9）

384 （0.2） 2,329 （1.0） 17,151 （6.6）

43,593 （22.7） 23,985 （10.3） 44,958 （17.3）

25,156 （13.1） 17,697 （7.6） 11,174 （4.3）

1,728 （0.9） 9,314 （4.0） 7,796 （3.0）

9,986 （5.2） 19,095 （8.2） 14,813 （5.7）

576 （0.3） 233 （0.1） 260 （0.1）

192,034 （100） 232,861 （100） 259,870 （100）

中国地方

四国地方

九州地方

沖縄地方

地方別設備投資額（第一種電気通信事業）

元年度 2年度

東海地方

関東地方

合 計

信越地方

地 域

（百万円、％）

63年度

北陸地方

近畿地方

東京地方

北海道地方

東北地方



金額 構成比 金額 構成比 前年度比 金額 構成比 金額 構成比 前年度比 金額 構成比 金額 構成比 前年度比

182,136 95.8 240 106.0 131.9 155,179 94.9 44,207 90.9 28.5 44,384 34.8 56,700 49.6 127.7

3,934 2.1 ▲ 701 ▲ 0.3 － ▲ 812 ▲ 0.4 183 0.4 － 15,385 12.1 17,105 15.0 111.2

国内関係会社投融資 1,445 0.8 41 0 2.8 ▲ 888 ▲ 0.5 53 0.1 － 7,396 5.8 8,390 7.3 113.4

海外直接投資 0 0 0 0 － 0 0 15 0 － 712 0.6 2,600 2.3 365.2

その他 2,489 1.3 ▲ 742 ▲ 0.3 － 76 0.1 115 0.3 151.3 7,277 5.7 6,115 5.4 84.0

4,008 2.1 ▲ 12,990 ▲ 5.7 － 9,058 5.5 4,253 8.7 47.0 67,629 53.1 40,589 35.4 60.0

190,078 100 226,611 100 154.8 163,425 100 48,643 100 29.8 127,398 100 114,394 100 89.8

40,927 21.5 17,740 7.8 43.3 2,900 1.7 4,010 8.2 138.3 16,214 12.7 8,049 7.0 49.6

うち海外直接投融資 1,050 0.6 1,212 0.5 115.4 36 0 190 0.4 527.8 0 0 0 0 －

0 0 0 0 － ▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 － 31,270 24.5 7,864 6.9 25.1

国内普通社債 0 0 0 0 － ▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 － 0 0 0 0 －

国内転換社債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 22,333 17.5 3,214 2.8 14.4

国内ワラント債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 23 0 ▲ 46 0 －

外債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 8,914 7.0 4,696 4.1 52.7

131,243 69.0 165,108 72.9 125.8 50,441 30.9 ▲ 24,797 ▲ 51.0 － 31,178 24.5 42,847 37.5 137.4

政府系金融機関 52,707 27.7 59,055 26.1 112.0 624 0.4 660 1.4 105.8 669 0.5 1,132 1.0 169.2

民間金融機関 77,390 40.7 101,843 44.9 131.6 49,631 30.4 ▲ 26,780 ▲ 55.1 － 29,974 23.5 41,871 36.6 139.7

その他 1,146 0.6 4,210 1.9 367.4 186 0.1 1,323 2.7 711.3 535 0.4 ▲ 156 ▲ 0.1 －

外債借入 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

17,903 9.5 43,763 19.3 244.4 110,434 67.6 69,730 143.4 63.1 48,736 38.3 55,634 48.6 114.2

うち減価償却 31,034 16.3 42,424 18.7 136.7 74,109 45.3 24,239 44.8 32.7 14,163 11.1 16,249 14.2 114.7

（百万円、％）

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

長期資金調達・運用状況

63年度実績 元年度計画

　項　　目

合 計

長

期

資

金

運

用

長

期

資

金

調

達

取得設備投資所要資金

投融資

一般第二種電気通信事業

63年度実績 元年度計画

第一種電気通信事業

63年度実績 元年度計画

特別第二種電気通信事業

短期資金への振替

自己資金

借入金

社債

株式



金額 構成比 金額 構成比 前年度比 金額 構成比 金額 構成比 前年度比

82,923 73.2 128,382 86.0 154.8 29,383 79.5 39,070 91.4 133.0

12,102 10.7 9,708 6.5 80.2 3,360 9.1 3,558 8.3 105.9

国内関係会社投融資 3,764 3.3 ▲ 621 ▲ 0.5 － 1,122 3.0 390 0.9 34.8

海外直接投資 0 0 2,019 1.4 0 94 0.3 ▲ 50 ▲ 0.1 －

その他 8,338 7.4 8,310 5.6 99.7 2,144 5.8 3,218 7.5 150.1

18,224 16.1 11,189 7.5 61.4 4,194 11.4 137 0.3 3.3

113,249 100 149,279 100 131.8 36,937 100 42,765 100 115.8

2,909 2.6 24,895 16.7 855.8 2,351 6.3 2,497 5.8 106.2

うち海外直接投融資 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

2,484 2.2 97 0.1 ▲ 96.1 0 0 0 0 －

国内普通社債 890 0.8 97 0 ▲ 89.1 0 0 0 0 －

国内転換社債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

国内ワラント債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

外債 1,594 1.4 0 0 0 0 0 0 0 －

6,601 5.8 15,552 10.4 235.6 24,441 66.2 28,507 66.7 116.6

政府系金融機関 1,290 1.1 2,037 1.3 157.9 9,777 26.5 12,935 30.2 132.3

民間金融機関 3,250 2.9 8,476 5.7 260.8 9,361 25.3 9,631 22.5 102.9

その他 194 0.2 5,039 3.4 2597.4 4,644 12.6 5,741 13.4 123.6

外債借入 0 0 0 0 － 659 1.8 200 0.6 30.3

101,255 89.4 108,735 72.8 107.4 10,145 27.5 11,761 27.5 115.9

うち減価償却 37,223 32.9 42,553 28.5 114.3 4,664 12.6 6,017 14.1 129.0

長期資金調達・運用状況

63年度実績 元年度計画

放送事業
（百万円、％）

　項　　目

63年度実績 元年度計画

有線テレビジョン放送事業

合 計

長

期

資

金

運

用

長

期

資

金

調

達

取得設備投資所要資金

投融資

自己資金

借入金

社債

株式

短期資金への振替



経営上の問題点（資本金別）
（電気通信事業）

項 目 10億未満 10～100億 100億以上 1億未満 1～10億 10億以上 5千万未満 .5～1億 1～10億 10億以上

設備投資の負担過大 23.8 23.1 23.5 25.8 20.3 33.3 11.7 21.9 11.3 8.0 9.1 13.8 13.1

ソフトウェア開発に対する投資の負担過大 2.3 1.2 5.8 3.2 1.5 0.0 0.0 2.4 10.4 11.1 12.6 9.3 9.6

安全性・信頼性に対する投資の負担過大 4.6 3.6 5.8 6.4 6.2 0.0 5.8 7.3 4.8 3.3 9.1 3.3 8.7

回線料金の負担過大 18.4 20.7 17.6 12.9 12.5 16.6 5.8 14.6 7.7 6.0 5.7 8.6 9.6

資金調達が困難 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 3.3 2.2 1.4 1.7

技術者不足 10.7 6.0 17.6 19.3 15.6 16.6 17.6 14.6 16.4 15.6 19.5 15.7 17.5

中高年技術者の待遇 0.7 0.0 0.0 3.2 1.5 0.0 0.0 2.4 0.2 0.0 0.0 0.7 0.0

過当競争によるダンピング傾向 7.6 8.5 0.0 9.6 10.9 0.0 11.7 12.1 4.7 1.8 5.7 7.1 5.2

新規顧客の獲得が困難 10.7 10.9 11.7 9.6 10.9 0.0 17.6 9.7 15.6 17.1 16.0 15.3 12.2

固定客の比率が低い 0.7 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.5 4.8 3.4 1.8 4.3

一般大手企業からの業界参入傾向 0.7 0.0 0.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 4.8 3.4 2.2 1.7

好不況の波が激しい 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 1.7

サービスメニューの充実 13.8 17.0 11.7 6.4 14.0 33.3 17.6 9.7 11.3 13.7 9.1 11.2 7.8

メーカごとに異なる通信プロトコルの不整合 1.5 2.4 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 4.8 4.0 3.7 2.2 4.8 4.3

資金繰りが苦しい 0.7 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 2.9 1.1 1.4 1.7

その他 3.0 3.6 5.8 0.0 3.1 0.0 11.7 0.0 1.6 1.8 0.0 2.6 0.0

合 計 100 100.0 100.0 100.0 100 100.0 100.0 100.0 100 100.0 100.0 100.0 100.0

一般第二種電気通信事業

（％）

第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業



経営上の問題点（資本金別）
（放送事業）

項 目 10億未満 10億以上 5千万未満 .5～1億 1～10億 10億以上

設備投資の負担過大 13.4 10.9 16.9 22.9 15.9 29.5 24.6 21.9

ソフトウェア開発に対する投資の負担過大 1.5 2.4 0.0 1.2 3.2 0.0 1.5 0.0

資金調達が困難 0.3 0.5 0.0 2.0 3.2 3.3 1.5 0.0

技術者不足 2.7 2.4 3.1 6.3 7.9 8.2 4.0 4.7

中高年技術者の待遇 6.4 5.3 7.7 1.6 3.2 3.3 0.0 0.0

新規顧客の獲得が困難 13.7 18.6 5.4 13.8 9.5 16.4 13.8 15.6

固定客の比率が低い 3.0 1.9 4.6 0.8 1.6 0.0 1.5 0.0

好不況の波が激しい 7.9 7.8 7.7 0.4 0.0 0.0 1.5 0.0

サービスメニューの充実 4.9 2.9 7.7 9.5 14.3 0.0 15.4 7.8

番組ソフトの製作費・購入負担が大きい 25.2 20.6 31.5 19.0 19.0 14.8 18.5 23.4

道路占用料・電柱共架料負担が大きい 0.0 0.0 0.0 10.7 12.7 8.2 7.7 14.1

広告宣伝料が思うように入らない 13.7 18.2 6.1 3.6 3.2 8.2 3.1 0.0

資金繰りが苦しい 1.5 2.4 0.0 6.3 4.8 6.6 4.6 9.4

その他 5.8 6.3 9.3 2.0 1.5 1.5 1.7 3.1

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

CATV事業

（％）

放送事業



前期比較 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降

6 3 上 期 83.4 16.6 0.0 85.8 9.5 4.7 49.9 46.9 3.2 75.3 21.4 3.3 40.5 58.3 1.2

6 3 下 期 80.0 20.0 0.0 81.1 4.7 14.2 52.9 43.2 3.9 67.0 30.6 2.4 39.2 55.8 5.0

元 上 期 73.0 27.0 0.0 68.3 18.1 13.6 54.9 41.1 4.0 58.9 37.9 3.2 42.1 45.9 12.0

元 下 期 56.3 39.6 4.1 74.0 21.7 4.3 56.5 40.8 2.7 26.4 58.4 15.2 54.2 40.0 5.8

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（％）
設備投資環境の見通し

CATV事業第一種事業 特別第二種事業 一般第二種事業 放送事業



第 一 種 特別第二種 一般第二種 放 送 CATV

増加 21.1 17.3 34.3 17.0 38.6

不変 77.0 69.7 60.1 79.2 58.0

減少 1.9 13.0 5.6 3.8 3.4

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

設備投資変更の可能性
（％）



構成比 構成比 平均 構成比 平均

10人未満 14 28.0 24 1.8 1.7 36 4.8 2.5

10～100人未満 27 54.0 271 20.4 10.4 159 21.3 6.1

100～500人未満 7 14.0 414 31.1 59.1 390 52.4 55.7

500人以上 2 4.0 622 46.7 311.0 160 21.5 80.0

合 計 50 100.0 1331 100.0 26.6 745 100.0 14.9

10人未満 1 4.5 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

10～100人未満 11 50.0 90 14.2 8.2 119 8.4 10.8

100～500人未満 6 27.3 148 23.4 24.7 473 33.4 78.8

500人以上 4 18.2 395 62.4 98.8 825 58.2 206.3

合 計 22 100.0 633 100.0 28.7 1417 100.0 64.4

10人未満 151 58.3 63 6.1 0.4 212 4.8 1.4

10～100人未満 81 31.3 215 20.7 2.7 493 11.1 6.1

100～500人未満 23 8.9 458 44.0 19.9 390 8.8 17.0

500人以上 4 1.5 304 29.2 76.0 3357 75.3 839.2

合 計 259 100.0 1040 100.0 4.0 4452 100.0 17.1

10人未満 10 7.6 7 0.8 0.7 42 3.0 4.2

10～100人未満 45 34.1 154 17.3 3.4 192 13.6 4.3

100～500人未満 68 51.5 451 50.7 6.6 652 46.4 9.6

500人以上 9 6.8 278 31.2 30.9 521 37.0 57.9

合 計 132 100.0 890 100.0 6.7 1407 100.0 10.6

10人未満 41 49.4 34 19.1 0.8 97 48.3 2.3

10～100人未満 42 50.6 144 80.9 3.4 104 51.7 2.5

100～500人未満 0

500人以上 0

合 計 8 100.0 178 100.0 2.1 201 100.0 2.4

従業員状況

区
分

一
般
第
二
種
事
業

放
送
事
業

特
別
第
二
種
事
業

総従業員数

第
一
種
事
業

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

企業数 補充人員 派遣要員

C
A
T
V
事
業



企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均

103 997 9.6 202 1409 6.9 68 224 3.2 130 1384 10.6

大型 19 50 2.6 56 135 2.4 32 86 2.6 87 287 3.2

中型 38 216 5.6 86 168 1.9 34 94 2.7 122 462 3.7

小型 38 282 7.4 75 314 4.1 14 29 2.0 97 586 6.0

超小型 47 449 9.5 74 790 10.6 5 15 3.0 97 976 10.0

48 613 12.7 36 431 11.9 4 28 7.0 71 1062 14.9

中継交換機 38 310 8.1 25 149 5.9 4 22 5.5 55 475 8.6

加入者交換機 39 296 7.5 28 233 8.3 3 11 3.6 59 529 8.9

49 3785 77.2 56 644 11.5 4 22 5.5 101 4374 43.3

35 4957 141.6 36 2502 69.5 7 32 4.5 70 7550 107.8

96 476695 4965.5 113 57168 505.9 12 1003 83.5 159 409470 2575.2

設備の保有状況（電気通信事業合計）

買取 リース レンタル 合計

多重化装置

集線装置

端末機器

　区　分

コンピュータ

交換機



企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均

22 97 4.4 24 128 5.3 3 4 1.3 12 57 4.7

大型 2 3 1.5 1 1 1.0 1 2 2.0 4 6 1.5

中型 5 24 4.8 7 9 1.2 0 0 0.0 10 32 3.2

小型 13 21 1.6 10 11 1.1 1 1 1.0 16 28 1.7

超小型 10 49 4.9 10 107 10.7 1 1 1.0 13 148 11.3

18 239 13.2 2 3 1.5 0 0 0.0 15 238 15.8

中継交換機 16 99 6.1 0 0 0.0 0 0 0.0 13 95 7.3

加入者交換機 14 115 8.2 0 0 0.0 0 0 0.0 10 110 11.0

11 2577 234.2 0 0 0.0 0 0 0.0 10 2527 252.7

4 197 49.2 1 19 19.0 0 0 0.0 3 213 71.0

19 421363 22177.0 2 142 71.0 0 0 0.0 15 297045 19803.0

合計

多重化装置

集線装置

端末機器

　区　分

コンピュータ

交換機

設備の保有状況（第一種電気通信事業）

買取 リース レンタル



企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均

12 91 7.5 13 135 10.3 5 22 4.4 10 203 20.3

大型 5 22 4.4 8 31 3.8 4 13 3.2 11 66 6.0

中型 6 26 4.3 7 32 4.5 1 9 9.0 10 67 6.7

小型 3 14 4.6 7 12 1.7 0 0 0.0 8 26 3.2

超小型 4 29 7.2 2 60 30.0 0 0 0.0 3 87 29.0

13 158 12.1 9 111 12.3 0 0 0.0 16 266 16.6

中継交換機 10 67 6.7 6 43 7.1 0 0 0.0 12 109 9.0

加入者交換機 6 99 16.5 4 63 15.7 0 0 0.0 9 162 18.0

10 900 90.0 6 160 26.6 0 0 0.0 15 1060 70.6

11 2785 253.1 5 256 51.2 0 0 0.0 15 3039 202.6

8 36748 4593.5 6 1087 181.1 1 10 10.0 10 37840 3784.0

設備の保有状況（特別第二種電気通信事業）

買取 リース レンタル 合計

多重化装置

集線装置

端末機器

　区　分

コンピュータ

交換機



企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均 企業数 台 数 1社平均

69 809 11.7 165 1146 6.9 60 198 3.3 108 1124 10.4

大型 12 25 2.0 47 103 2.1 27 71 2.6 72 215 2.9

中型 27 166 6.1 72 127 1.7 33 85 2.5 102 363 3.5

小型 22 247 11.2 58 291 5.0 13 28 2.1 73 532 7.2

超小型 33 371 11.2 62 623 10.0 4 14 3.5 81 741 9.1

17 216 12.7 25 317 12.6 4 28 7.0 40 558 13.9

中継交換機 12 144 12.0 19 106 5.5 4 22 5.5 30 271 9.0

加入者交換機 19 82 4.3 24 170 7.0 3 11 3.6 40 257 6.4

28 308 11.0 50 484 9.6 4 22 5.5 76 787 10.3

20 1975 98.7 30 2227 74.2 7 32 4.5 52 4298 82.6

69 18584 269.3 105 55939 532.7 11 993 90.2 134 74585 556.6

設備の保有状況（一般第二種電気通信事業）

買取 リース レンタル 合計

多重化装置

集線装置

端末機器

　区　分

コンピュータ

交換機



事 業 開 始 年 60以前 60前期 60後期 61前期 61後期 62前期 62後期 63前期 63後期 元前期

第一種電気通信事業 3 0 0 0 6 1 15 5 4 14

特別第二種電気通信事業 4 2 1 2 1 2 3 1 3 2

一般第二種電気通信事業 39 14 17 26 20 24 18 27 16 23

（社）事業開始年別事業者数



Ⅴ　調　査　票

- 電気通信事業者用　（説明票）

- 〃 （調査票）

- 放 送 事 業 者 用        　（説明票）

- 〃 （調査票）
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